
2022年度 事業計画（案）

１．多文化共生理解促進事業

１）研修・コンサルティング事業
多文化共生に関する研修会等に講師を派遣。

自治体等による多文化共生関連会議等に委員として参画。

２）セミナー・イベント企画運営事業
多文化共生に関する他団体主催のセミナーやイベントの企画・運営に協力。

２．外国人住民の社会参画促進事業

１）在日ブラジル学校におけるキャリア形成に向けた
日本語教育普及プロジェクト（文化庁委託事業）
エスコーラ・ネクター（豊田市）の日本語教育授業の改善をサポートする。

２）官民連携による多言語相談窓口体制強化事業

（トヨタ財団助成事業）
愛知県内の自治体・国際交流協会・NPOと連携し、多言語相談体制強化
を図るため、検討会や人材育成等に取り組む。

３）外国人コミュニティサポート事業
外国人主体のNPOに対する運営や各種相談対応、事業協力等。

３．多文化共生社会づくりに関する情報及び人材のネットワーク構築事業

１） NEW ウクライナ避難民等への生活支援事業
「あいち・なごやウクライナ避難者支援ネットワーク」への参画を通じ、

東海地域における避難者の生活支援及び支援体制の構築に協力。

２）あいち新型コロナ対応ネットワーク
愛知県内の新型コロナに関する外国人支援団体等のネットワーク構築。

３）ウェブサイトによる多文化情報発信
HPやblog, SNSで多文化共生に関するニュースやイベント案内等を紹介。

研修や会議、イベント等において、対面はもちろん、ビデオ会議システムを活用した
オンライン研修や録画配信によるオンデマンド研修にも対応していきます。

外国人住民が、多文化共生に関する事業の企画段階から参画し、その後の運営に携わる
ことができるような体制づくりや人材育成、情報発信等に取り組んでいきます。

ホームページを通じたイベントやメディア掲載などの総合的な情報発信に加えて、
ブログによる毎月の活動報告、facebookによる毎日の多文化共生ニュースを発信します。
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2022年度 事業計画（案）

４．「外国につながる子ども」の健全育成に関する事業

１）「外国人の子ども×発達障がい」通訳・翻訳に役立つ

資料集作成事業 （「東海地域NGO活動助成金」助成事業）

前年度までに行った、発達障がいのある「外国にルーツを持つ
子どもたち」の支援に関する学習会及び作成した資料集に関する
報告会の開催。

５．その他、上記の目的達成に必要な事業

（例）
Ø 多言語通訳・翻訳コーディネート
Ø 先進事例視察コーディネート
Ø 多文化共生に関するアンケート・ヒアリング調査
Ø ボランティアマッチング

発達障がいの外国人の子どもの支援体制を構築することを目標に、「仕組みづくり」、
「環境づくり」、「人材育成」に取り組んでいきます。
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